
別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅴ－１－

１

評価方式

会計 組織／勘定

一般 都道府県労働局 35,121 34,316

労働保険特別 雇用勘定 86,530,172 79,920,781

35,121 34,316

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

86,530,172 79,920,781

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1､Ⅳ-2-1､Ⅳ-3-1､Ⅳ-
3-2､Ⅳ-4-1､Ⅴ-2-1､Ⅴ-3-
1､Ⅴ-4-1､Ⅴ-5-1､Ⅵ-1-1､
Ⅵ-2-1､Ⅵ-2-2､Ⅵ-2-3､Ⅵ-

3-1

＜ 1,871,304 ＞ の内数 ＜ 1,573,670 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1､Ⅳ-2-1､Ⅳ-3-1､Ⅳ-
3-2､Ⅳ-4-1､Ⅴ-2-1､Ⅴ-3-
1､Ⅴ-4-1､Ⅴ-5-1､Ⅵ-1-1､
Ⅵ-2-1､Ⅵ-2-2､Ⅵ-2-3､Ⅵ-

3-1

＜ 93,093 ＞ の内数 ＜ － ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,964,397 ＞ の内数 ＜ 1,573,670 ＞ の内数

35,121 34,316

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

86,530,172 79,920,781

＜ 1,964,397 ＞ の内数 ＜ 1,573,670 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業等の適正な運営を確保すること

- 政策目標の達成度合い
モニタリング等により評価が未実施で
あるため達成度合いは記載できない （千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

職業紹介事業等実施費
職業紹介事業等の実施に必要な経
費

職業紹介事業等実施費
職業紹介事業等の実施に必要な経
費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅴ－2－

１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 雇用勘定 779,827,398 57,181,311

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

779,827,398 57,181,311

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般 厚生労働本省 36,291,422 36,291,422

労働保険特別 雇用勘定 Ⅴ-3-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-2 ＜ 67,097,634 ＞ の内数 ＜ 65,106,967 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 Ⅴ-3-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-2 ＜ 4,442,420 ＞ の内数 ＜ 2,000,463 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1､Ⅳ-2-1､Ⅳ-3-1､Ⅳ-3-2､Ⅳ-
4-1､Ⅴ-1-1､Ⅴ-3-1､Ⅴ-4-1､Ⅴ-5-
1､Ⅵ-1-1､Ⅵ-2-1､Ⅵ-2-2､Ⅵ-2-3､

Ⅵ-3-1

＜ 1,871,304 ＞ の内数 ＜ 1,573,670 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1､Ⅳ-2-1､Ⅳ-3-1､Ⅳ-3-2､Ⅳ-
4-1､Ⅴ-1-1､Ⅴ-3-1､Ⅴ-4-1､Ⅴ-5-
1､Ⅵ-1-1､Ⅵ-2-1､Ⅵ-2-2､Ⅵ-2-3､

Ⅵ-3-1

＜ 93,093 ＞ の内数 ＜ － ＞ の内数

36,291,422 36,291,422

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 73,504,451 ＞ の内数 ＜ 68,681,100 ＞ の内数

36,291,422 36,291,422

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

779,827,398 57,181,311

＜ 73,504,451 ＞ の内数 ＜ 68,681,100 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

独立行政法人高齢・障害・求職
者雇用支援機構運営費

独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構運営費交付金に必要
な経費

独立行政法人高齢・障害・求職
者雇用支援機構施設整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構施設整備費に必要な
経費

独立行政法人労働政策研究・研
修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研
修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

地域雇用機会創出等対策費
地域及び中小企業等における雇用
機会の創出等に必要な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

失業等給付費等労働保険特別会
計へ繰入

雇用安定事業費の財源の労働保険
特別会計雇用勘定へ繰入れに必要
な経費

政策評価調書（個別票）

地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安定を図ること

- 政策目標の達成度合い
（千円）

モニタリング等により評価が未実施で
あるため達成度合いは記載できない



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅴ－３－

１

評価方式

会計 組織／勘定

一般 厚生労働本省 ＜ 22,932,586 ＞ の内数 ＜ 23,710,976 ＞ の内数

一般 厚生労働本省 ＜ 357,511 ＞ の内数 ＜ 494,688 ＞ の内数

一般 都道府県労働局 ＜ 3,131,889 ＞ の内数 ＜ 2,977,866 ＞ の内数

一般 都道府県労働局 ＜ 1,645,950 ＞ の内数 ＜ 1,663,958 ＞ の内数

東日本大震災復興特別 復興庁 - -

労働保険特別 雇用勘定 Ⅳ-2-1 ＜ 203,724,625 ＞ の内数 ＜ 167,840,005 ＞ の内数

＜ 28,067,936 ＞ の内数 ＜ 28,847,488 ＞ の内数

＜ 203,724,625 ＞ の内数 ＜ 167,840,005 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 Ⅴ-2-1、Ⅴ-5-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-2 ＜ 67,097,634 ＞ の内数 ＜ 65,106,967 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定 Ⅴ-2-1、Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-2 ＜ 4,442,420 ＞ の内数 ＜ 2,000,463 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定
Ⅳ-1-1､Ⅳ-2-1､Ⅳ-3-1､Ⅳ-3-2､Ⅳ-4-
1､Ⅴ-1-1､Ⅴ-2-1､Ⅴ-4-1､Ⅴ-5-1､Ⅵ-
1-1､Ⅵ-2-1､Ⅵ-2-2､Ⅵ-2-3､Ⅵ-3-1

＜ 1,871,304 ＞ の内数 ＜ 1,573,670 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定
Ⅳ-1-1､Ⅳ-2-1､Ⅳ-3-1､Ⅳ-3-2､Ⅳ-4-
1､Ⅴ-1-1､Ⅴ-2-1､Ⅴ-4-1､Ⅴ-5-1､Ⅵ-
1-1､Ⅵ-2-1､Ⅵ-2-2､Ⅵ-2-3､Ⅵ-3-1

＜ 93,093 ＞ の内数 ＜ － ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 73,504,451 ＞ の内数 ＜ 68,681,100 ＞ の内数

＜ 28,067,936 ＞ の内数 ＜ 28,847,488 ＞ の内数

＜ 277,229,076 ＞ の内数 ＜ 236,521,105 ＞ の内数

政策評価調書（個別票）

高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

- 政策目標の達成度合い
モニタリング等により評価が未実施で
あるため達成度合いは記載できない （千円）

高齢者等の雇用安定等の推進に必
要な経費

社会保障等復興政策費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

高齢者等雇用安定・促進費
高齢者等の雇用の安定・促進に必
要な経費

高齢者等雇用安定・促進費
高齢者等の雇用安定等の推進に必
要な経費

高齢者等雇用安定・促進費
高齢者等の雇用の安定・促進に必
要な経費

高齢者等雇用安定・促進費

独立行政法人労働政策研究・研
修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研
修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

小 計

高年齢者就業機会確保事業等に必
要な経費

高齢者等雇用安定・促進費
高齢者等の雇用の安定・促進に必
要な経費

小 計

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人高齢・障害・求職
者雇用支援機構運営費

独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構運営費交付金に必要
な経費

独立行政法人高齢・障害・求職
者雇用支援機構施設整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構施設整備費に必要な
経費



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅴ－４－

１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 雇用勘定 1,577,225,530 1,534,662,911

労働保険特別 雇用勘定 699,158,480 741,164,827

労働保険特別 雇用勘定 47,281,256 44,426,276

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

2,323,665,266 2,320,254,014

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般 厚生労働本省 8,739,000 9,265,000

一般 厚生労働本省 27,808,500 26,035,500

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1､Ⅳ-2-1､Ⅳ-3-
1､Ⅳ-3-2､Ⅳ-4-1､Ⅴ-
1-1､Ⅴ-2-1､Ⅴ-3-1､
Ⅴ-5-1､Ⅵ-1-1､Ⅵ-2-
1､Ⅵ-2-2､Ⅵ-2-3､Ⅵ-

3-1

＜ 1,871,304 ＞ の内数 ＜ 1,573,670 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1､Ⅳ-2-1､Ⅳ-3-
1､Ⅳ-3-2､Ⅳ-4-1､Ⅴ-
1-1､Ⅴ-2-1､Ⅴ-3-1､
Ⅴ-5-1､Ⅵ-1-1､Ⅵ-2-
1､Ⅵ-2-2､Ⅵ-2-3､Ⅵ-

3-1

＜ 93,093 ＞ の内数 ＜ － ＞ の内数

36,547,500 35,300,500

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,964,397 ＞ の内数 ＜ 1,573,670 ＞ の内数

36,547,500 35,300,500

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

2,323,665,266 2,320,254,014

＜ 1,964,397 ＞ の内数 ＜ 1,573,670 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

失業等給付費等労働保険特別
会計へ繰入

育児休業給付金の財源の労働保険
特別会計雇用勘定へ繰入れに必要
な経費

失業等給付費等労働保険特別
会計へ繰入

失業等給付費等の財源の労働保険
特別会計雇用勘定へ繰入れに必要
な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・
研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修
機構施設整備に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

失業等給付費 失業等給付に必要な経費

育児休業給付費 育児休業給付に必要な経費

業務取扱費 失業等給付業務に必要な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にするための保障等を図
ること

- 政策目標の達成度合い
モニタリング等により評価が未実施で
あるため達成度合いは記載できない （千円）



別紙７-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号
Ⅴ－５－

１

評価方式

会計 組織／勘定

労働保険特別 雇用勘定 22,770,675 23,189,994

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

22,770,675 23,189,994

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般 厚生労働本省 1,090,981 1,112,986

労働保険特別 雇用勘定
Ⅴ-2-1、Ⅴ-3-1、Ⅵ-1-1、

Ⅵ-2-2
＜ 67,097,634 ＞ の内数 ＜ 65,106,967 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、
Ⅳ-3-2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、
Ⅴ-2-1、Ⅴ-3-1、Ⅴ-4-1、
Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-1、Ⅵ-2-2、

Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 1,871,304 ＞ の内数 ＜ 1,573,670 ＞ の内数

労働保険特別 雇用勘定

Ⅳ-1-1、Ⅳ-2-1、Ⅳ-3-1、
Ⅳ-3-2、Ⅳ-4-1、Ⅴ-1-1、
Ⅴ-2-1、Ⅴ-3-1、Ⅴ-4-1、
Ⅵ-1-1、Ⅵ-2-1、Ⅵ-2-2、

Ⅵ-2-3、Ⅵ-3-1

＜ 93,093 ＞ の内数 ＜ － ＞ の内数

1,090,981 1,112,986

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 69,062,031 ＞ の内数 ＜ 66,680,637 ＞ の内数

1,090,981 1,112,986

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

22,770,675 23,189,994

＜ 69,062,031 ＞ の内数 ＜ 66,680,637 ＞ の内数

一般会計

特別会計

合 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象となっ
ていないが、ある政策
に属すると整理できる

もの

就職支援法事業費労働保険特別
会計へ繰入

就職支援法事業費の財源の労働保険
特別会計雇用勘定へ繰入れに必要な

独立行政法人高齢・障害・求職
者雇用支援機構運営費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇
用支援機構運営費交付金に必要な経
費

独立行政法人労働政策研究・研
修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人労働政策研究・研
修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機
構施設整備に必要な経費

小 計

小 計

一般会計

特別会計

政策評価の対象となっ
ているもの

就職支援法事業費 就職支援法事業に必要な経費

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
３年度

当初予算額
４年度

概算要求額

政策評価調書（個別票）

求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること

総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 相当程度進展あり
（千円）


